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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期
第３四半期
累計期間

第51期
第３四半期
累計期間

第50期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
４月１日
至平成24年
12月31日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（千円） 7,215,2497,706,40810,812,143

経常損益（千円） △136,764△270,114 301,169

四半期（当期）純損益（千円） △108,936△184,084 167,932

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 600,000 600,000 600,000

発行済株式総数（千株） 7,586 7,586 7,586

純資産額（千円） 6,195,2446,236,2536,472,696

総資産額（千円） 11,882,29111,703,07412,598,356

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（円）
△14.40 △24.33 22.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） 3.5 3.5 7

自己資本比率（％） 52.1 53.3 51.4

　

回次
第50期
第３四半期
会計期間

第51期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
10月１日
至平成24年
12月31日

１株当たり四半期純損益金額

（円）
△5.96 △9.25

　（注）１．売上高には、営業雑収益及び附帯事業収益を含めております。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、対象会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に

おける異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期累計期間の売上高は、エネルギー消費の節約志向の高まりがつづくなか、都市ガスの販売量はお客

さま件数の増加により前年同期に比べ微増ではありましたが、原料費調整制度による調整単価が高く推移したこと

による都市ガス売上高の増加、ＬＰガス事業の積極的な新規需要の開発によるＬＰガス販売量の増加に伴う売上高

の増加により、7,706,408千円（前年同期比6.8％増）となりました。

一方、利益面につきましては、都市ガス及びＬＰガスの販売価格が前年同期に比べ高く推移しましたが、原料価格

も同様に高く推移したことと、積極的な顧客基盤の拡充を推進したことによる需要開発費用等の増加により、営業

損失は257,146千円（前年同期は営業損失114,665千円）、経常損失は270,114千円（前年同期は経常損失136,764千

円）、四半期純損失は184,084千円（前年同期は四半期純損失108,936千円）となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりであります。

　

〔都市ガス事業〕

当第３四半期末のお客さま件数は、前年同期末に比べ2,622戸増の85,732戸となりましたが、ガス販売量はこの

夏の記録的な猛暑や原発の影響などから社会的な節約志向の高まりもあり前年同期に比べ0.8％増加の31,836千

ｍ3となりました。

ガス売上高につきましては、原料費調整制度による調整単価が前年に比べ高く推移したことにより、前年同期

に比べ7.8％増加の4,782,074千円となりました。

工事・器具売上高につきましては、地域経済の低迷による買い控え等により主に器具販売、リフォーム受注が

落ち込み前年同期に比べ5.7％減少の1,346,759千円となりました。

この結果、都市ガス事業の売上高は前年同期に比べ、4.5％増加の6,128,833千円となりましたが、新規需要開発

の費用等の増加により、セグメント利益は前年同期に比べ22.1％減少の275,168千円となりました。

〔ＬＰガス事業〕

当第３四半期末のＬＰガスのお客さま件数は、６月に埼玉営業所を加えた６営業所体制による積極的な事業展

開のもと、前年同期末に比べ2,760戸増の14,039戸となりました。売上高は、ガス販売量が前年同期に比べ32.1％

増加となりましたことに加え、新たなお客さまへの機器売上の増加等により、前年同期に比べ16.8％増加の

1,577,575千円となりましたが、新規需要開発の費用等の増加により、セグメント損失208,201千円（前年同期は

セグメント損失118,836千円）となりました。

　

なお、当社の業績は、季節的変動が著しいガス事業のウェイトが高いため、その性質上ガスの需要期にあたる冬

期（下期）に売上高が偏る傾向があります。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,586,000 7,586,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 7,586,000 7,586,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 7,586,000 － 600,000 － 203,838

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

19,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

7,565,800
75,658 －

単元未満株式
普通株式

1,200
－

一単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 7,586,000 － －

総株主の議決権 － 75,658 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式46株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有者株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東日本ガス株式会社
千葉県我孫子市　

下ヶ戸608番地-1
19,000 － 19,000 0.25

計 － 19,000 － 19,000 0.25

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）及び「ガス事業会計規則」（昭和29年通商産業省令第15号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間（平成24年10月１日から平成24

年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表について、協立監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

固定資産

有形固定資産

製造設備 324,687 319,862

供給設備 8,905,211 8,300,263

業務設備 677,330 765,534

附帯事業設備 128,828 180,692

建設仮勘定 27,022 24,233

有形固定資産合計 10,063,079 9,590,586

無形固定資産

のれん 18,818 2,686

借地権 6,900 6,900

その他無形固定資産 43,920 36,569

無形固定資産合計 69,638 46,156

投資その他の資産

投資有価証券 6,302 7,207

社内長期貸付金 34,497 32,803

長期前払費用 90,206 65,598

繰延税金資産 130,119 142,710

その他投資 117,935 118,245

投資その他の資産合計 379,061 366,564

固定資産合計 10,511,779 10,003,308

流動資産

現金及び預金 1,116,068 593,254

受取手形 4,515 976

売掛金 379,881 386,407

関係会社売掛金 7,510 7,758

未収入金 123,195 95,900

製品 188,996 234,565

原料 3,403 4,387

貯蔵品 21,362 35,589

前払費用 13,790 25,043

関係会社短期債権 146 117

繰延税金資産 42,267 115,428

その他流動資産 4,870 6,100

附帯事業流動資産 188,968 199,937

貸倒引当金 △8,400 △5,700

流動資産合計 2,086,577 1,699,766

資産合計 12,598,356 11,703,074
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

固定負債

長期借入金 1,438,700 1,411,800

退職給付引当金 256,796 271,917

役員退職慰労引当金 113,206 121,750

ガスホルダー修繕引当金 128,520 99,307

その他固定負債 96,558 103,788

固定負債合計 2,033,782 2,008,563

流動負債

1年以内に期限到来の固定負債 655,997 605,524

買掛金 430,424 468,759

短期借入金 500,000 500,000

未払金 274,801 132,702

未払費用 30,165 24,633

未払法人税等 144,597 11,202

前受金 6,794 19,853

預り金 51,309 81,635

関係会社支払手形 1,244,168 858,247

関係会社買掛金 76,329 109,858

関係会社短期借入金 － 330,000

関係会社未払金 407,943 31,199

賞与引当金 74,202 27,599

その他流動負債 － 34,668

附帯事業流動負債 195,143 222,373

流動負債合計 4,091,877 3,458,258

負債合計 6,125,659 5,466,821

純資産の部

株主資本

資本金 600,000 600,000

資本剰余金 203,838 203,838

利益剰余金 5,677,733 5,440,679

自己株式 △9,091 △9,108

株主資本合計 6,472,479 6,235,409

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 217 844

評価・換算差額等合計 217 844

純資産合計 6,472,696 6,236,253

負債純資産合計 12,598,356 11,703,074
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

製品売上

ガス売上 4,437,045 4,782,074

製品売上合計 4,437,045 4,782,074

売上原価

期首たな卸高 140,668 188,996

当期製品製造原価 114,769 124,507

当期製品仕入高 1,917,456 2,149,489

当期製品自家使用高 12,508 13,955

期末たな卸高 209,660 234,565

売上原価合計 1,950,725 2,214,473

売上総利益 2,486,319 2,567,600

供給販売費 2,356,050 2,494,045

一般管理費 381,542 357,466

供給販売費及び一般管理費 2,737,593 2,851,512

事業損失（△） △251,273 △283,911

営業雑収益

受注工事収益 243,636 236,209

器具販売収益 1,184,060 1,110,549

営業雑収益合計 1,427,697 1,346,759

営業雑費用

受注工事費用 215,840 211,256

器具販売費用 956,411 900,535

営業雑費用合計 1,172,252 1,111,792

附帯事業収益 1,350,506 1,577,575

附帯事業費用 1,469,343 1,785,776

営業損失（△） △114,665 △257,146

営業外収益

受取利息 297 332

受取配当金 137 101

不動産賃貸料 1,849 3,920

保険配当金 367 3,364

受取保険金 1,992 1,466

雑収入 1,024 1,032

営業外収益合計 5,668 10,217

営業外費用

支払利息 27,767 23,185

営業外費用合計 27,767 23,185

経常損失（△） △136,764 △270,114

特別利益

投資有価証券売却益 4,441 －

特別利益合計 4,441 －

税引前四半期純損失（△） △132,322 △270,114

法人税等調整額 △23,386 △86,029

法人税等合計 △23,386 △86,029

四半期純損失（△） △108,936 △184,084
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期累計期間の営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失はそれぞ

れ8,142千円減少しております。

　

【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自  平

成24年４月１日  至  平成24年12月31日）

  当社の売上高の大半を占めているガスの販売の性質上、上半期は季節的にガスの不需要期にあたるため上半期

と下半期の業績に季節的変動があります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 
前第３四半期累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 1,171,742千円 1,194,407千円

のれんの償却額 21,567 16,131

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当に関する事項

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日

定時株主総会
普通株式 26,484 3.5 平成23年３月31日 平成23年６月29日利益剰余金

平成23年10月28日

取締役会
普通株式 26,484 3.5 平成23年９月30日 平成23年11月21日利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

配当に関する事項

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日

定時株主総会
普通株式 26,484 3.5 平成24年３月31日 平成24年６月28日利益剰余金

平成24年10月30日

取締役会
普通株式 26,484 3.5 平成24年９月30日 平成24年11月19日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  

報告セグメント
合計
（千円）

調整額
（千円）
（注）２

四半期損益計
算書計上額
（千円）
（注）３

都市ガス事
業（千円）

ＬＰガス事
業（千円）

売上高（注）１                     

外部顧客への売上高 5,864,7421,350,5067,215,249 － 7,215,249

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 5,864,7421,350,5067,215,249 － 7,215,249

セグメント利益又はセグメン

ト損失（△）
353,330△118,836234,493△349,159△114,665

（注）１．売上高には、営業雑収益及び附帯事業収益を含めております。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△349,159千円は、各報告セグメントに配分

していない全社費用であります。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っており

ます。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  

報告セグメント
合計
（千円）

調整額
（千円）
（注）２

四半期損益計
算書計上額
（千円）
（注）３

都市ガス事
業（千円）

ＬＰガス事
業（千円）

売上高（注）１                     

外部顧客への売上高 6,128,8331,577,5757,706,408 － 7,706,408

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 6,128,8331,577,5757,706,408 － 7,706,408

セグメント利益又はセグメン

ト損失（△）
275,168△208,20166,966△324,112△257,146

（注）１．売上高には、営業雑収益及び附帯事業収益を含めております。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△324,112千円は、各報告セグメントに配分

していない全社費用であります。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っており

ます。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

　（有形固定資産の減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更したため、報告セグメントの減価償却方法を

改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。

この変更に伴い、従来の方法に比べて、当第３四半期累計期間の「都市ガス事業」のセグメント利益が

6,887千円増加し、「ＬＰガス事業」のセグメント損失が628千円減少しております。　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 14円40銭 24円33銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円） 108,936 184,084

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 108,936 184,084

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,567 7,566

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　平成24年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………26,484千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………３円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年11月19日

（注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年２月12日

東日本ガス株式会社

取締役会　御中

協立監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 朝田　潔  　　印

 業務執行社員  公認会計士 作花　弘美　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東日本ガス株式会

社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第51期事業年度の第３四半期会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、東日本ガス株式会社の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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